
資料３

支援事業を通じて明らかになった
解説資料等の課題とその対応について



わかりやすい解説資料等への改善

大規模施設における課題と対応

病院施設における課題と対応
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大規模施設における課題と対応

項目 現状の手引き等の記載 支援を通じて得られた課題 対応

避難確保計
画の対象とす
るべき⼈数及
び範囲

・施設利⽤者の⼈数の想定は、最盛
期の、最も混み合うタイミングを設定し、
その時点の⼈数を想定している。

・⼤規模施設は従業員の増減が⼤きいた
め、防災体制上の脆弱な時期が利⽤者
数の最盛期とは限らないのではないか。

・施設利⽤者数上は最盛期でなくとも、従業員数が
少ない夜間・休⽇など防災体制上の最も脆弱な時
期についても可能な限り想定しておく。

防災体制 ・従業員が少ない施設の場合は、「情
報担当者」「避難誘導者」を定める等、
班を編成しないことも可能である。また、
役割を兼務して対応することも考えら
れる。

・従業員が多い施設においては、「情報
班」、「避難誘導班」以外の役割も考えら
れるのではないか。

・従業員が多い施設の場合には、「情報班」「避難誘
導班」以外に、施設や避難確保をすべき利⽤者等の
特性に応じて「救護班」、「記録班」などの班を設定
することも考えられる。

防災体制 ・噴⽕警戒レベル４（⾼齢者等避
難）の段階で要配慮者の避難を開
始。

・施設利⽤者が多数の場合、要配慮者の
避難誘導に時間を要するのではないか。

・⼤規模施設においては、災害対応体制の時に避難
誘導が必要となる施設利⽤者等を減らすため、情報
伝達体制の段階から施設利⽤者等に今後の対応を
周知することも考えられる。

防災教育及
び訓練の実
施

・施設の従業員が⽇頃から⽕⼭に関
する知識を⾝につけ、避難確保計画
を習熟しておくことが重要。

・従業員に研修会や講演会への参加
を促し、また、施設や地区でも勉強会
を開催する等、従業員の意識啓発に
努める。

・従業員が多い施設の場合は、職員全員
が参加する⽕⼭防災訓練を継続的に実
施することは難しいのではないか。

・計画作成に関わっていない従業員等に
対して、避難確保計画の所在や内容、更
新状況等をどのように周知していけばよい
か。

・従業員が多い施設で、全員が参加する防災教育
及び訓練の開催が困難な場合は、情報収集・伝達
や避難誘導などの⽬的別、また、施設内の棟やフロア
単位で分けて開催するなど、できる限り負担のない開
催⽅法を検討する。

・作成・⾒直した避難確保計画を従業員に周知する
際には、回覧のほか、庁内のイントラネット等を活⽤
するなど、効果的な周知⽅法を検討する。
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病院施設における課題と対応

項目 支援を通じて得られた課題 対応

情報伝達及び避難誘導 病院内には、外来患者や⼊院患者といった避難対応が
異なる施設利⽤者がおり、情報伝達の⼿段や内容が
異なるのではないか。

要配慮者利⽤施設では、⼊居者や施設の⼀時利⽤など、施設
利⽤者等の特性によって施設からの避難⽅法等の防災対応が異
なるため、それぞれの対象者に応じて適切な伝達⼿段、内容を検
討する。

情報伝達及び避難誘導 病院では、⼀般外来の⼊れない区画や通⾏のできない
通路等が存在するため、避難対応時の判断に時間を
要するのではないか。

病院では、避難対応時の判断に要する時間等を最⼩限にするた
め、予め⼊院患者の院内搬送経路を検討しておく。

情報伝達及び避難誘導 病院では、⼊院患者によって避難時の介助の必要度
（独歩、護送、担送）に応じて対応が異なるのではな
いか。

病院では、⼊院患者避難時の介助の必要度（独歩、護送、担
送）に応じて、必要な職員数や求められる技術等を整理し、⼊
院患者の状況に応じた搬送体制を確保する。
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（１）市町村担当者が説明しやすいスライドフォーマットへの改善

（ⅰ）避難確保計画の概要

（構成︓２３スライド）
１．避難確保計画の必要性
２．ハザードマップと避難計画の読み解き

（ⅲ）説明補助⽤付属スライド

（構成︓１０スライド）
・活動⽕⼭対策特別措置法の改正
・⽕⼭災害警戒地域
・避難促進施設となる施設について
・噴⽕警戒レベル（⽤語について）
・⽕⼭現象とその特性

（ⅱ）避難確保計画の具体的な記載要領

（構成︓２３スライド）
・作成ガイド・ひな形の選び⽅
・避難確保計画に記載する項⽬
・防災体制の記載例
・情報伝達及び避難誘導の記載例
・防災教育等の記載例 等

対応

・市町村担当者が、施設管理者に説明する際、スライドフォーマットの資料を全て説明することが多く、説明時間が⻑時間に
※及ぶ

課題

わかりやすい解説資料等への改善①

※今年度⽀援事業において約50分程度

・各スライドの役割を明確化し、市町村担当者が施設管理者に説明しやすいスライドフォーマットに再構成

避難確保計画作成の必要性やハザードマップや
避難計画の読み解きなど、避難確保計画の作
成に必要となる最低限の内容を解説

避難確保計画に記載する事項や、作成上の留
意事項について解説（詳細は作成ガイドを参
照）

避難確保計画の作成にあたって知っておくべき背
景情報を解説

必須 作成ガイドと併⽤ 参考資料
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・検討に関わらなかった施設職員にとって、避難確保計画のみで施設がおかれた状況を理解する必要があるが、施設に影響の
ある⽕⼭現象は何か、いつ、どのような点に警戒すべきか（警戒しなくてもよいか）が理解しづらい課題

◆避難確保計画のひな形に、⽕⼭現象を説明する写真付き
の表を追加し、表中に施設に影響のある現象に「○」印をつけ
る形式とした。

対応

（２）計画作成に関与していない職員へも内容の周知がしやすいひな形への改善

わかりやすい解説資料等への改善②

・２章「施設の置かれた状況」の再構成（⾒出し、内容の改訂）

◆「当施設のおかれた状況（２章）」と防災対応が必要となる
場合にとるべき対応を記載した「情報伝達及び避難誘導（５
章）」との関係性が理解しやすいよう、対応表を追加


